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平成２８年度第７回庁議提案 審議・報告・その他 

                     提 出 日：平成２８年７月４日 

                     担当部・課：総務部危機対策課〔内線４１５９〕 

① 件  名 

 

 株式会社日立製作所東北支社との災害時応援に関する協定締結について 

 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

 

【背景】 

災害発生時には、応急対策、復旧対策等、迅速な災害対応が必要とされることから、関係各機関

との災害時応援協定の締結が望まれる。 

 

【目的】 

大規模災害時における迅速な応急対策及び復旧対策を目的とする。 

 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

 

【根拠法令】 

（１）災害対策基本法  

（２）石巻市地域防災計画 第１章 第２節 基本方針 

 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】  

 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

 

平成２８年３月 日立グループにおいて復興推進本部を設置し防災減災の提案活動も行っている㈱

日立製作所東北支社より協定締結の申し出 

 

⑤ 主な内容 

 

【趣旨】 

  大規模災害が発生した場合において、協力して応急対策及び復旧対策を迅速に遂行するために必

要な事項を定める。 

 

【内容】 

  公共施設のインフラ関連等の災害応急対策業務のほか、多業種な日立グループの業務範囲におい

て、協議により必要かつ対応可能なものについて応援を受けるものとする。 

 

【要請】 

  応援を必要とするときは応援要請書を提出することにより要請を行うが、緊急時は口頭で行い、

事後に要請書を提出する。 
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⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

  

大規模災害により市内業者へ被災の影響が大きい場合でも、応急対策及び復旧対策が円滑になり、

機材の提供から従事者等の労務面も含め、総合的に迅速な災害対応が可能となることが期待される。 

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

 

県内では多賀城市、岩沼市において、県外では札幌市や熊谷市等において、災害時の上下水道設備

の復旧や建設機械の提供等にかかる応援協定を㈱日立製作所と締結している。 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

  

 平成２８年７月１５日 協定締結式 ※締結式当日から、協定は有効 

⑨ その他 

 

本市の災害時協定締結状況（平成２８年６月１日現在） 

内訳 協定数 備考 

支援協力に関する協定 

（生活物資供給、 

建設資機材供給、 

物資配送、津波避難場

所提供、等） 

 

８８協定 ・各民間企業関係 

 （イオン、セブンイレブン、ホーマック、

佐川急便、宮城県トラック協会、石巻市

災害防止連絡協議会、等） 

・郵便局、石巻専修大学、医師会等 

 

自治体間相互応援協定 １５協定 

(１８自治体及び宮城

県） 

・東松島市、女川町 

・茨城県ひたちなか市 ・神奈川県平塚市 

・東京都葛飾区    ・東京都中央区 

・大崎市、山形県新庄市、山形県酒田市 

 （みちのくウエストライン） 

・秋田県湯沢市 

・山形県河北町、徳島県藍住町 

・熊本県八代市    ・香川県丸亀市 

・東京都狛江市    ・長野県諏訪市 

・兵庫県芦屋市    ・山口県萩市 

 

広域関連団体災害協定 ２協定 

 

・石巻警察署 

・河北警察署 

※警察署使用不能時の施設利用協定 

 

    

※広域消防及び広域水道で他団体と１０協定あり 

 

 

 


